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4. おわりに 

4.1. まとめ 

本研究では、ストックマネジメントガイドライン 1)に示される、下水道施設のマネジメントサイクル

（図 4-1）の課題に関し、地方公共団体における管路の総合的なマネジメントの実践を促進するため

の具体的な手法を提示することを目的とし、2 つの開発目標を設定し、図 4-2 に示す内容とフローで

検討を行った。  

（課題） 

①管材の種類などに応じた点検・調査技術の選定の具体的な手法の解説が不十分であることに加え、

スクリーニング調査方法など新技術の開発加速により技術の多様化が進み、予算・人材の限られる

中小都市では効率的な点検・調査手法の選定が困難である。 

②平成 27 年の下水道法改正等により、地方公共団体において点検・調査結果等の情報が蓄積されつつ

あるが、これら維持管理情報を生かし効率的な修繕・改築工法を選定する具体的な手法が示されて

いない。 

（開発目標） 

①効率的な点検調査を実施するため、管材の種類などに応じた点検・調査技術の選定手法を開発する。 

②事故リスクの低減を図りながら経済的に管路施設を管理するため、維持管理情報を活用した修繕・

改築工法の選定手法を開発する。 

図 4-1 ストックマネジメントの実施フローの全体像 （図 1-3 再掲） 
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図 4-2 研究内容と実施フロー （図 1-4 再掲） 

 

以下に、各研究内容の成果を簡潔に取りまとめる。 

 

研究目標① 管材の種類などに応じた点検・調査技術の選定手法の開発 

①-1 下水道管きょ劣化データベースの充実・劣化傾向分析・健全率予測式作成 

(1)「下水道管きょ劣化データベース」の充実(2.1) 

平成 29 年（2017 年）公開版(Ver.2)から約 5.9 万スパン分を追加(24%増）し、計 60 地方公共団

体、約 31 万スパン分のデータを「下水道管きょ劣化データベース Ver.3」として令和 3 年 6 月に公

開した 2)。データベースは、点検調査データの蓄積の少ない地方公共団体の点検・調査優先箇所や

改築需要予測の検討に活用可能である。 

(2)「下水道管きょ健全率予測式」の作成(2.2) 

劣化データベース（分析用・非公開）のデータに基づき、健全率予測式 2021 を作成し令和 3 年 6

月に公開した 3)。健全率予測式は、点検調査データの蓄積の少ない地方公共団体において、管路施

設全体の劣化状態（緊急度）や将来の改築需要を予測する際に活用可能である。 

(3)下水道管渠の劣化傾向の分析(2.3) 

劣化データベースのデータに基づき、管種ごとの異常発生傾向を分析した。異常発生傾向を考慮

した管渠の点検・調査技術の選定により、異常の発見の効率化と、不具合発生の未然防止につなが

る。 

 

①-2 点検・調査技術の性能等の実態把握・体系化 

スクリーニング調査方法など新技術の開発加速により多様化が進む下水管渠点検・調査技術に関

し、文献調査や企業へのヒアリング等を通じ、その技術概要や適用範囲等を調査し、整理体系化し

た（図 4-3）。この体系は、「維持管理情報等を起点としたマネジメントサイクル確立に向けたガイ

ドライン 4)」に反映され、点検・調査手法の選定の円滑化に寄与している。 
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図 4-3 点検・調査方法の体系図 （図 2-51 再掲） 

 

①-3 施設の重要度に応じた点検・調査頻度の設定方法の検討 

予算や人員の制約等により、下水道維持管理指針で示されるような頻度（10 年に 1 回）での詳細

調査が困難な場合が多く、管渠の重要度に応じたメリハリのある調査頻度を設定する必要があるこ

とを踏まえ、管渠の重要度に応じて「劣化保有率」を設定することで、点検・調査頻度を設定する

手法を提示した（図 4-4）。本手法は、従来手法（信頼性重視保全）と比較して設定が容易であ

り、維持管理情報が少なく独自に点検・調査頻度の設定が困難な都市における活用が期待され、

「維持管理情報等を起点としたマネジメントサイクル確立に向けたガイドライン 4)」に反映され

た。 

図 4-4 施設の重要度に応じた点検・調査頻度の設定（図 2-53 再掲） 
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①-4 管種に応じた効率的な点検・調査技術の選定手法の検討(2.6) 

スクリーニング調査導入を考慮した点検・調査技術の選定及び実施のフロー（案）（図 4-5）を

示した上で、スクリーニング調査導入の経済性評価の枠組み（図 4-6）の基礎的な検討の結果を

実施した。本検討では、TV カメラ調査の”空振り”回避効果や、異常見落としによるリスク保有等

のスクリーニング調査の得失を考慮した経済性評価の枠組みを用いた試算により、スクリーニン

グ調査導入の損益分岐点が得られるなど、この経済性評価の枠組みをスクリーニング調査の導入

検討に活用できる一定の可能性が示唆された。 

 

①-5 ケーススタディによるスクリーニング調査導入効果・社会情勢変化の影響の評価 (2.7) 

経済性評価の枠組みを用いて、モデル都市における管渠データによるケーススタディを行い、

スクリーニング調査の導入によるコスト削減効果を評価した。また、人口減少に伴う下水道使用

料収入の減少の影響で調査延長が縮小した場合における、リスク保有の影響を評価した。 

ケーススタディにより、経済性評価の枠組みを用いることで、管種や経過年数さらにはスクリ

ーニング調査による見落としリスク、調査量減少による未調査リスクを加味した経済性評価を行

うことが可能となり得ることが示唆された。 

 

 
図 4-5 スクリーニング調査の導入を考慮した点検・調査技術の選定及び実施フロー（案）（図 2-55 再掲） 

点検・調査技術の選定

点検・調査の実施

修繕・改築

更生工法
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・流下状況
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・交通影響 等
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図 4-6 簡易調査を組合わせる場合の経済性評価のフロー（図 2-56 再掲） 

 

研究目標② 維持管理情報の活用による修繕・改築工法の選定手法の開発 

②-1 修繕・改築工法の実態把握・工法選定に必要な情報の整理(3.1) 

多種多様な修繕・改築工法について、民間協会・企業ヒアリングを通じ適用範囲等を整理し

た。また、地方公共団体に対し、修繕・改築工法選定に関する実態調査を実施し、修繕・改築工

法選定に用いた維持管理情報や判断基準等を確認するとともに、工法選定の参考となる好事例

（10 事例）を抽出し取りまとめた（参考資料 3）。 

 

②-2 維持管理情報に基づく修繕・改築工法の設定手法の検討(3.2) 

維持管理情報（異常項目、管渠条件、施工条件）に基づく修繕・改築工法の効率的な選定フロ

ーを提示した。当該フローは、(1)異常項目による絞り込み【一次選定】、(2) 管渠条件および施

工条件による絞り込み【二次選定】、(3)経済性比較で構成される（図 4-7）。さらに、一次選定

のフロー（図 4-8）等、各段階の具体的な検討方法を提示した。この手法を適用することで、多

種多様な修繕・改築工法の中から、維持管理から得た情報を活用しつつ、効率的に管渠条件や施

工条件に適した工法を抽出することが可能となる。 

ケース２【スクリーニング調査とTVカメラ調査の組合わせ調査】ケース１【TVカメラ調査のみ】

調査対象延長

Li(m)

TVｶﾒﾗ調査単価

Ud(円/m)

①TVｶﾒﾗ調査費用

C1i=Li×Ud(円)

異常発見率

β(%)

経年劣化率

αi(%)

調査対象延長

Li(m)

ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ調査単価

Us(円/m)

②ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ調査費用

C2si=Li×Us(円)

③TVｶﾒﾗ調査対象延長

L2di=Li×αi×β(m)

TVｶﾒﾗ調査単価

Ud(円/m)

④TVｶﾒﾗ調査費用

C2di=L2di×Ud(円)

⑤ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ+TVｶﾒﾗ調査費用

C2i=C2di+C2si(円)

⑦ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ調査

異常見落とし延長

L2oi=Li×αi-L2di(m)

⑨リスク保有額

(応急復旧費用)

Cri=S2oi×Ur(円)

⑥調査費用縮減額

Cpi=C1i-C2i(円) ⑩調査費用縮減額とリスク保有額の比較

リスク単価

(応急復旧単価)

Ur(円/スパン)

⑧ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ調査

異常見落としスパン

S2oi=L2oi/33

延長をスパン数に変換(33m/スパン）

簡易調査異常あり
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図 4-7 修繕・改築工法の選定の全体フロー（図 3-13 再掲） 

異常項目による絞り込み

【一次選定】

改築工法

対策対象管渠の状況整理

START

対策が必要な異常項目

①腐食

②上下方向のたるみ

③逆勾配

④マンホール部での逆段差

⑤破損・軸方向クラック

⑥円周方向クラック

⑦継手ズレ

⑧浸入水

管渠の状況

①管種

②形状

③管径

④スパン延長

⑤対策が必要な幅（軸方向）

⑥取付管の接続状況

供用および占有状況

①下水の流下状況

・流量

・流速

・水深

・流量の変動状況

・止水可能時間

②地上の施工ヤードの

設置が可能となる範囲

修繕工法

布設替え工法

更生工法

管渠条件及び施工条件による絞り込み

【二次選定】

管渠条件

①管種

②形状

③管径

④最大施工延長

⑤施工幅

⑥取付管同時施工

施工条件

①供用中の施工

②滞留水

③施工スペース

④施工時間の制約

経済比較

（LCC）

修繕工法

具体例：●●工法

更生工法

具体例：●●工法

布設替え工法

開削 or 改築推進

①

② ③

④
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図 4-8 修繕・改築工法の一次選定のフロー（図 3-14 再掲） 

 

4.2. 今後の課題 

 1.8 で示した本研究に対する「国土技術政策総合研究所研究評価委員会 第一分科会」における評価結

果等を踏まえ、GIS や AI 等の活用による下水道施設のマネジメントの効率化及び高度化についても検

討する必要がある。 

2.2 で示した通り、現時点では塩化ビニル管の調査データが限られるため、経過年数と異常発生の関

連性が見いだせておらず、精度の高い健全率予測式の策定に至っていない。しかしながら、全国の中小

規模地方公共団体においては塩化ビニル管による下水道整備が主流であり、塩化ビニル管に関するマネ

ジメントの効率化が今後益々重要となる。そのため、今後も塩化ビニル管の調査データを蓄積すると共

に、管渠条件（管径、路線延長、スパン内の管本数、設置年度、経過年数、土被り、道路種別、歩車道

区分等）を説明変数とする塩化ビニル管の劣化予測手法の開発など、健全率予測式とは異なる新たなア

プローチを試みることも必要である。 

2.6 のスクリーニング調査導入の経済性評価の枠組みを地方公共団体の実務に適用できる熟度に高め

て行くためには、スクリーニング調査技術の異常発見率の現場条件に応じた変動幅の検証や、道路陥没

に伴う人身・物損事故や交通機能への支障、あるいは下水道サービスの停止等の社会的損失の反映方法

等について更なる検討が必要である。 

 

START

●破損･軸ｸﾗｯｸ

●円周ｸﾗｯｸ

●継手ズレ

●腐食

●上下たるみ

●逆勾配

●ﾏﾝﾎｰﾙ部逆段差

●浸入水

左記の

いずれ

もなし

上記の

いずれ

かあり

適用可能な工法の類型 類型 1 類型 2 類型 3 類型 4 類型 5

止水

工法

内面補強工法

更生工法

布設替工法

腐食あり

腐食なし

左記のいずれもなし

上記のいずれかあり

浸入水あり

浸入水なし
●浸入水

修繕

【部分的】

改築

【ｽﾊﾟﾝ単位】 ○

○

○

△1

△3

○

○

△3

○

○

○

△3

○

○

部分布設替工法

ﾘﾝｸﾞ工法

○ ○ ○

△2 △2 ○

△1：内面補強工法では対応できない浸入水がある場合に、内面補強工法と併用して実施する。

△2：円周方向クラックのみ対応可能。止水工法の位置づけであるが、管渠内への土砂流入防止の効果も期待できる。

△3：異常の程度（ランク）によっては、対応できない場合もある。

注入･充填
工法
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